
ラオス人民民主共和国

カンボジア王国

プロジェクト・ファインディング調査報告書

ラオス人民民主共和国　　南部地区戦略的畑作物振興・インフラ
整備計画

ラオス人民民主共和国　　セドン川流域中山間地貧困改善並び

に農村環境改善計画

カンボジア王国　　　　　流域潅漑排水基本計画

平成16年12月

社団法人　海外農業開発コンサルタンツ協会

16PF10



ラオス国

南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画

写真1：建設が進むメコン橋 写真2：整備された国連9号線

写真3：国道9号線沿いの水田 写鼻4：国道9号線沿いの畑（パイナップル）

写真5：国道9号線沿いに誘致されたセメントプラ

ント

写真6：灌漑地区（km35）
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ラオス国

セドン川流域や山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

写真1：雨期のセドン川の状況 写真2：　バクソン郡ナムタン村付近の道路状況

写真3：バクセからバクソンへの道路 写真4：地域の村落の状況

写真5：村落内の住居 写真6：地域の小学校

②



ラオス国

セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

写真7：焼畑地区での寝泊り小屋

（植え付けまでの期間滞在する。）

写真8：現地の炭焼き技術

（薪炭材は重要な現金収入となっている。）

写真9：住居での煮炊き風景

（日常生活には薪を非効率的に利用している。）

写真10：森林より採取できるNTFP

"Bongbark”：殺虫材等に利用

写真11：森林より採取できるNTFP

左："Si siat"　タンニンを抽出する。
右：シュガーバームの果実

写真12：様々なキノコ
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カンボジア国

流域灌漑排水基本計画

写真1：Pursal川に建設された取水堰 写真2：写真1の取水口、水門と巻き上げ機器が持

ち去られている。　構造物も再利用が難しい。

写鼻3：Pursat川に建設された堰、水門と巻き上げ

機が持ち去られている。

写真4：写真3の取水口、ほとんど機能していない。

写真5：Pursat川の最下流にある堰、通水部は完全

に埋没している。

写真6：写真5の取水口からつづく幹線水路、堆砂

と法面の崩壊により水路は埋没している。
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カンボジア国

流域灌漑排水基本計画

写真7：世銀の援助により水門が建設され堤防が改

修されたため池。

写真8：写真7のため池の直下流の水田状兄

写真9：ToulKou村のため池、2004年6月に日本

の草の根無償で改修し、水門を設置した。

写真10：ToulKou村民から、水資源気象省の局

長を介してJICA専門家に対し、素朴であるが深い

感謝の意が伝えられた。

写真11：Pursat川流域にある他のため池、維持管理

が悪く水草の繁茂が著しい。池中で魚を獲っている。

写真12：写真11から出ている用水路であるが、原

形をとどめていない。
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カンボジア国

流域灌漑排水基本計画

写真13：農民の自助努力よるポンプ灌漑 写真14：水田の状況。中央の水路は基本的な設計・

施工の問題がある。

写真15：Sen川、川幅100m、深さ7、8mである。 写真16：PDWRAMが2002年に建設した水門

写真17：農民によるポンプ灌漑、彼の水田は灌漑地

区の外側に位置し、排水に頼っている。

写真18：クメール・ルージュ時代に造られたポンプ場、ポンプ等全ての機器は持ち去られている。
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カンボジア国

流域灌漑排水基本計画

写真19：クメール・ルージュ時代にStaung川を堰

止めて造られたが決壊し、1985年に改修したが再び

決壊した堤防

写真20：写真19の堤防の天端、浸食が激しいのは、

施工上の問題があるようである。“

写真21：写真19からでている水深の浅い幅の広い

幹線水路、道路が横切る地点では閉塞している。

写真22：写真19から出ているもう一本の幹線水路

であるが、原形をとどめていないばかりか苗代とし

て利用されている。
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ラオス国
南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画

調査対象地域位置図
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ラオス国
セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

調査対象地域位置図

／　セドン川流域
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カンボジア国
流域灌漑排水基本計画調査
調査対象地域位置図
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1． 序　言

本報告書は、社団法人　海外農業開発コンサルタンツ協会が派遣し、ラオス人

民民主共和国およびカンボジア王国において実施したプロジェクトファインデ

イング調査の結果をとりまとめたものである。

調査は平成16年7月5日から26日までの間、以下の団員により実施された

－　団長／潅漑開発　児玉　正行（日本工営株式会社　地方整備部）

一　農業開発　　　　尾形　佳彦（日本工営株式会社　地方整備部）

一　地域開発資源管理　水口　洋二（日本工営株式会社　環境技術部）

調査団は調査期間中に資料収集および相手国政府関係機関との協議を実施す

ると共に、現地踏査を実施した。調査を実施した案件は次の3件である。

ラオス人民民主共和国

①南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画

②セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

カンボジア王国

①流域潅漑排水基本計画調査

これらの案件の調査結果は次章に示してあり、また、調査団員の略歴、調査行

程、面会者リストはそれぞれ付属資料に示すとおりである。

調査団は、調査実施に際し、ラオス人民民主共和国とカンボジア王国の両国政

府関係機関並びに在ラオス日本大使館およびJICA事務所、在カンボジア日本大

使館およびJICA事務所関係者の方々から多大なご助言及び御協力を頂き、調査

業務を円滑に遂行することができた。これら関係機関並びに関係者に深い感謝の

意を表します。

平成16年12月

プロジェクト・ファインディング調査団長

児玉　正行

ー1－



2．　　ラオス人民民主共和国

2．1　概況

2．1．1　社会経済概況

ラオス国はインドシナ地域のほぼ中央に位置する内陸国で、タイ、カンボジ

ア、ベトナム、ミャンマー、及び中国と国境を接している。国土面積は23．68

万km2で、568万人（2003年）の人口を有し、年間2．3％と高い人口増加率を示

している。2001年の1人当たりのGDPは、326US$で、同国は東南アジアにおけ

る最貧国の一つにあげられている。ラオス国の産業構造及び雇用機会は、農業

セクターに大きく依存しており、年々その比率は減少しているものの、農業生

産はGDPの約48．2％を占め、労働人口の80％を抱えている。

ラオス国は、1986年に「新経済メカニズム」（NEM）を導入し、計画経済から

市場経済への抜本的改革に着手した。これにより構造転換とマクロ経済運営は

大きく進歩し、1990～1994年の5年間の平均GDP成長率は6．3％、1人当たり

GDPの実質成長率も3．2％と高い伸びを示している。1994年から1996年にかけて

も農業生産が好調であったことや製造、建設、サービス部門の伸びに支えられ

て経済は年率7％から8％と高い成長率で推移した。このような経済成長を背景と

して1997年7月には、ASEANに加盟し、同時にASEAN自由貿易圏（AFTA）の地

域貿易ブロックに組み込まれた。

しかし、1997年後半のタイバーツの急落をきっかけとするアジア通貨危機に

より、ASEAN諸国の経済の落ち込みの影響を受け、ラオス国経済は深刻な事態に

陥り、政府財政収入と海外投資額は突然の激減を余儀なくされた。ラオス通貨

キップ（Kip）の価値は著しく低下し、輸入価格の上昇によるインフレは1998

年には96％、1999年にはおよそ140％の高いインフレ率を記録した。経済成長は

落ち込んだものの、農業部門の高い生産性に支えられ実質の経済成長は一定の

水準を維持することができた。しかし1997年に設定した社会・経済目標を達成

することはできなかった。

経済危機の影響は深刻で、GDP実質成長率は過去2年間（1996年～1997年）

の約7％の伸びに対し、1998年には4％にまで落ちこんだ。しかし、他の諸国に比

較して、それほどのGDPの低い成長率に至らなかったのは、米やその他の主要

農作物が比較的高い価格で推移し、農業セクターの開発実績がある程度まで維

持できたからと判断される。米の生産は、1996年から1998年の間に18％の増産

をみせている。これは中部地域と南部地域での大規模なポンプ潅漑投資

（National PumpInstallation Management Project、以下NPIMPと呼ぶ）によ

る潅漑施設整備の効果と考えられる。しかし、工業セクターのGDP成長率は下

降し、サービス部門、金融・保険、不動産業も不調が著しい。

第7回ラオス支援国円卓会議（RTM7）が2000年11月21～23日にヴィェン
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チャンで開催された。ラオス政府はこの会議において各セクターの経済成長は、

1997年から1998年を除くと、1992年以降着実に成長していること、特に水力

発電の投資効果は、徐々に表れており将来への展望が期待できる見解を示した。

さらに、潅漑・流通道路等の開発を含む農業セクターへの投資が農業生産性向

上に大いに貢献するとの見解を示している。これを踏まえRTM7報告書では、包

括的経済成長の中期的見通しは明るいとし、地方、農村での地域開発による経

済成長・効果の公平な分配の方針を打ち出している。

2．1．2　農業の概況

ラオスの農業は、同国産業の主要部門であり1999年のGDPにおけるシェアは

53％であった。また、人口の8割以上が農村部に居住し、農業活動に従事してい

る。農業部門のうち、米が最も重要な作物で、その割合は低下する傾向にある

もののGDPの20％、農業GDPの39％を占めている。米に次いで重要な位置を占め

るのが畜産部門であり、農業GDPに占める割合は34％であった。なお、1999年

の商品作物の農業GDPに占める割合は14％であった（下表参照）。

産業部門 GDP(mil.Kip) 割合（％） 農業部門内割合（％）曹
＞＝山：雄拙‡：◆・“■・、■●・■・シ■・

：王≡：：猥≡潮ニ＞：V・・・・′
：履；調談：：壬湘： ≡‡‡＝微≡；守も払‥；‡ま；：：籠軒：：＝ ：・モ：ブ＃：

：＝嵩；・■：●・：・榊：ヾ・●・曹：√・：’■　　昭博＝≡浄宮吾：と：：：ぎ・’・：：＝：＝柚：＝・：・：‡：＝：：：‡こン＝；三＝：＝＃諜：：＝己，…．‥．・：＝鞘：：プ：糾：：・：祝：・：＝・：‡

農 業 部 門 6 4 3 ，6 02 4 8 ．2

作 物 3 73 ，2 18 5 8 ．0

畜 産 ・水 産 2 2 7 ，2 82 3 5 ．3

森 林 4 3 ，1 02 6 ．7

鉱 工 業 部 門 3 4 3 ，6 8 1 2 5 ．7

サ ー ビ ス 部 門 3 3 7 ，9 90 2 5 ．3

そ の 他 1 0 ，5 8 3 0 ．8

合　 計 1 ，3 3 5 ，8 5 5

出典：National Statistical Centre

近年に至るまで、農業生産は増加する人口のニーズを満たすことができなか

った。これは、農産物交易条件の悪化、輸送網の未発達、家畜衛生関連活動の

未整備、研究・普及システムの未整備等、農業生産の向上に資する状況が整っ

ていなかったことによる。しかし、1990年代、特に1996年以降に、この傾向は

大きく改善した。これは、NEMの市場経済原理に基づく農業生産が加速化したこ

と、また、ポンプ潅漑投資（NPIMP）による乾期作振興のための大規模な投資の

効果が発現したことなどによるものである。

農業部門がGDPに占める割合は、徐々に低下してきている。また、農業部門

は気象条件によって左右され、年々のばらつきが大きい。農業部門のGDPに占

める割合が低下し、相対的に工業部門、サービス部門の成長が高くなるのは多

くの開発途上国が経験してきたことである。しかし、ラオスの場合、農業部門

のシェアの縮小は、各農業サブセクターの成長率が相対的に低いことも原因と
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なっている。その結果、1997年以前は1人当たりの食料生産が僅かな増加しか

みせず、実質的には減少さえしていた。

林業部門は、過去10年間で伐採権や輸出政策が頻繁に変わったことや木材の

国際価格が変動したため、その年によって大きな差がみられる。林業部門が農

業GDPに占める割合は、1996年以降減少している。一方、市場インセンティブ

が拡大するにつれ、畜産と水産部門が拡大しつつある。しかし、これらについ

ては、通関記録のない国境貿易が増加しているため、成長率は減少の傾向を示

している。
GDPに占める各産業別の比率（1995－2001年）（単位：％）

年度 農業 工業 製造業 電気水道 建設 流通 通信運輸 金融 行政 その他

＃ ：：：：；：紺：：：：：史：

溝、弓．．　　 肝：：：◆宥 ・ ：鞘ジ

椚：三：

・■Sジ：写＝＝＝・＝≧＝＝・＝　　 ＝中華辻≡：≡・＝

1 9 9 5 5 4 ． 2 0 ． 2 1 3 ． 9 1 ． 3 3 3 ． 3 8 ． 3 5 ． 2 1 ．4 3 ． 3 6 ． 2

1 9 9 6 5 2 ． 2 0 ． 3 1 5 ． 4 1 ． 1 4 3 ． 5 8 ． 6 5 ． 4 1 ．3 3 ． 1 6 ．4

1 9 9 7 5 2 ． 2 0 ． 4 1 5 ． 7 1 ． 3 2 3 ．4 8 ． 9 5 ． 5 1 ．3 2 ． 9 6 ． 2

1 9 9 8 5 1 ． 8 0 ． 4 1 6 ． 6 2 ． 0 6 2 ． 8 9 ． 4 5 ． 7 1 ．3 2 ． 9 6 ． 0

1 9 9 9 5 2 ． 2 0 ． 5 1 6 ． 5 2 ． 3 4 2 ． 6 9 ． 4 5 ． 6 1 ．3 2 ． 9 6 ． 0

2 0 0 0 5 1 ． 8 0 ． 5 1 6 ． 7 3 ． 0 7 2 ． 2 9 ． 4 5 ． 8 0 ．8 3 ． 0 6 ． 2

2 0 0 1 5 0 ． 8 0 ． 5 1 7 ． 7 2 ． 8 7 2 ．4 9 ． 6 5 ． 9 0 ．9 2 ． 8 5 ． 8

出典：ADB，（2002），KeyIndicators of Developing Asian andPacific Countries

主要農産物の近年生産動向は以下のとおりである。

米　塞

1990－96年の間の米生産は減少したが、それ以降は大規模な潅漑への投資と良

好な天候ため、強い伸びを示した。この傾向は天候条件が悪化しない限り当

面期待できる。

畜産

家畜の頭数は全般的に増加傾向にあり、特に牛、豚、鶏の増加が著しい伸び

を示している。今後、天候条件が良好であれば、生産全体の伸びが人口増加

率を上回り、自給を達成する可能性は高い。

商品作物

コーヒー、サトウキビ、タバコ、落花生、綿花などの商品作物は、収量、作

付面積ともに増加の傾向をみせ、過去5年間でその付加価値も増加し、年間

成長率は平均で10％にも達した。今後の見通しも明るいといえる。

2．1．3　国家開発計画の方向

1996年に、2020年を目標に「後発開発途上国（LDC）」から脱却する内容の長

期目標が掲げられた。この長期目標は、「2020年目標」と呼ばれ、その達成に向

けて8つのプログラムが国家優先プログラムとして採択された。

①　食糧生産

②　商品作物生産
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③　焼畑による移動型農業から常畑型農業への移行

④　農村開発

⑤　インフラ整備

⑥　対外経済関係および強力の強化

⑦　人材育成

⑧　サービス産業の育成

「2020年目標」の達成に向けての活動を持続的なものとするため、2001年か

ら2020年までの長期社会経済開発戦略および、2001年から2010年までの中期

社会経済開発戦略が策定されている。さらにこれら中長期戦略を基に、各セク

ターの5ヶ年計画として「国家社会経済開発計画（NSEDP：National Socio－

Economic Development Plan）」が策定されている。中長期経済開発戦略の想定

値、及び目標値は次のとおり設定されている。

ガ2010年 2020年現
蘭

∴
総 人 口 （想 定 ） 6 70 万 人 8 3 0 万人

G D P 成 長 率 （年 率 ％） 7％ 7％

1 人 当 り国 内総 生 産 （実 勢 価格 ） U S＄ 70 0－7 5 0 U S＄ 1，2 0 0－1，5 0 0

識 字 率 （15 才 以 上 ） 84％ 9 0％

平 均 寿 命 6 7 歳 7 0 歳

この数値目標を達成するための具体的な方策は次のとおりである。

①　輸入代替産業の促進による外貨準備高の拡大

②　水力発電、高速道路等インフラ整備の拡充

③　金融市場の構築に向けたフィージビリティ・スタディの実施

④　初等教育および職業訓練システムの普及

⑤　法律と規制の整備による行政組織効率の向上

⑥　ASEAN加盟国を中心とした輸出貿易拡大および（輸出向け産業の）外

国直接投資促進

一方、第一次の5ヶ年計画では、開発方向性を決定する3つの要素を、①貧

困削減、特に農村部および少数民族が居住地域の貧困削減、②基盤整備、及び

③人的資源開発でと定めた。中長期計画を受けた続く　5ヶ年計画では、2001年

から2005年までの具体的な開発目標を次のように掲げている。

一　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　－　　　－－　　　　　　－　－　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　－　　－　　　　　　　　　　－ 2006年・：＝こと‥：：ぎ鮎：：： 中＝・・捕　　　　　 ＝肋＝；填：壬：；洋＝＝：：＝＝比：喜：：：：：
＝・ソ＝：紙＝・・・＝：珊：＝持：‡≡拭；寅：

総 人 口 （想 定 ） 5 9 0 万 人

G D P 成 長 率 （年 率 ％） 7 ．0 －　 7 ．5 ％

1 人 当 り 国 内 総 生 産 （実 勢 価 格 ） U S ＄ 5 0 0 －5 5 0

ラオス国政府はこれらの目標値を達成するために二つの開発アプローチをと

っている。一つは地域参加を通して全国で均等に成長を促す「内なる挑戦」と
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呼ぶものであり、他方は世界経済へ段階的に参入していく「外への挑戦」であ

る。

「内なる挑戦」とは、全国で均等な開発を行い、生計活動の改善を通じて貧

困を削減することとラオス政府は説明している。しかしながら開発の実施に際

し、次に掲げる大きな障壁が立ちはだかっており、これが円滑な政策実施を妨

げているのは事実である。このためラオス政府は組織の能力強化と人材育成を

最優先課題として取り上げている。

①　中央政府における具体的な政策・戦略を策定する能力及び人材の不足

②　地方政府における政策実施能力及び人材の不足

③　予算策定が適正に行われず、政府歳出管理が杜撰

④　国家予算の80％を外国資金に依存している状態にある

「外への挑戦」とは、ラオス国が1997年7月にASEANに加盟し、同時にアジ

ア自由貿易協定（AFTA：ASEANFree Trade Agreement）に組み込まれたことを

機に、巨大なASEAN市場を相手に、自国の経済的地位を高めつつ、経済の自由

化を推進することである。ラオスの中央を縦断し、タイとベトナムを結ぶ東西

回廊の整備に代表されるように、大メコン圏の6ヶ国を結ぶ輸送インフラの整

備が進む中にあって、経済活動を多角化し、競争力のある生産物を輸出するこ

とで貿易不均衡を是正し、大メコン圏の経済圏の一角を占めることはラ国にと

って重要な戦略である。ただし、この効果も現時点ではアクセスが改善された

都市部に限られており、農村を取り込んだ経済発展の実現が課題となっている。

2．1．4　農業開発政策

ラオス政府は第5次社会経済開発計画（2001～2005年）において、具体的な

数値目標を設定した部門別の開発戦略を策定している。農業及び農業関連部門

の具体的な開発政策と目標は以下のように設定されている。

セクター 繊 戦略rys区 目標値＝＝＝＝＝，＝・：・削矧腹群酢慄　　　　　　　　　　　　　　　 ＝・：甜

農業
食糧増産 米生産拡大 270 万 トン

水稲作付面積拡大 77 万 ha （雨期作水稲作付面積 62 万
ha及び乾期作水稲作付面積 15 万 ha）
主要 7 平野の潅漑施設整備
潅漑面積の拡大 （雨期 400，000 h a、乾期 300，000 ha）。

42 地域における多収品種の導入
畜産セクターの成長率 4 －　 5％

畜肉、魚肉、卵、牛乳の生産総計 20 万 トン
農 林 畜 産 物 牛 44，000 頭、水牛 45，000 頭、豚 150，00 0 頭、淡水魚
の商品化 5，000 トン、角 ・皮革 3，000 トンの輸出

植林 ・木材 7 ヶ所の戦略地域における総計 13．4 万 ha の植林

焼畑 土地法、森林法等関係法令に基づ く土地配分の促進 と並
行 して焼畑農業の （実質的）一掃、ケシ栽培の全廃
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土地利用、生産量に関する研究、植林の継続
焼畑依存の高い地域の焼畑農民に対する雇用対策の検討

農 林業 の試 農業技術センター、訓練センター、種子生産ユニット、
験研究 農業機械化ユニット等、各種試験研究組織の拡充。

農民 ・農民組織への金融拡大、及び全国土地利用や農産
物品質規格に関するマクロ・ミクロレベルの情報の集
積。

鉱工業 ・手工業

潜 在 能力 の 加工産業の年平均 目標成長率 11 － 12％ （動物性食糧

高 い産 業 の 3．5 万 トン、ビール 80 万ヘク トリットル、ソフトドリ

開発 ンク 171ヘクトリットル）。
農村開発と貧困削減

貧 困層 の多 北部地域
い地 域 を 中 ケシ栽培 ・焼畑からの作物転換 （畜産、茶、ダイズ、サ

心 とす る地 トウキビ、メイズ、綿花等）。「特別経済地域 （ウドムサ
域毎 の貧 困 イ）」、「自由貿易地域 （ルアンナムクー）」の開発調査の

削減 プ ログ

ラムの策定

実施

中部地域
他地域への供給が可能なレベルまで農業生産を拡大。商
品生産、工業、運輸中継基地としての役割の維持。「経
済特区 （サバナケット）」の開発
南部地域
食糧安全保障に焦点を当てた開発の実施。コーヒー、コ
メ、ダイズ、ラッカセィ、牛等を原料とした農産加工の
開発。「経済特区 （チャンパサック）」の開発。

2．2　　南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画

2．2．1　計画の背景

ラオス国民の主食であり、基幹作物でもある稲（米）についてみると、全国

ベースでの米の自給は、1999年に数字上は達成されたとされている。しかし、

貧困削減と生計向上のためには、これまでのように稲作だけに頼っては限界が

あることから、市場動向に応じた商品作物の導入などによる作物多様化と、干

ばつ、洪水等の自然条件の農業生産性への影響を軽減するために、農業生産基

盤の改修・整備と、それらの維持管理の徹底による土地及び水資源の効率的な

活用を図る必要に迫られている。つまり、ラオス農業の活性化のためには、磐

石な農業生産基盤の構築と、稲及びその他の農作物の増産と安定化とを実現さ

せることが強く求められているといえる。

さらに、ASEAN加盟に伴う域内の経済統合が進められつつある中にあって、国

境を接する周辺5ヶ国と比較して、経済力が相対的に低位にあるラオス国にと

って、隣接地域との関係を考慮した総合経済政策や総合開発計画の策定とその

実施及び、各種行政制度の確立といった産業政策面での近代化が急務となって
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いる。

このような状況下、2006年の国道9号線及びメコン橋の整備完了に伴い「東

西回廊」の沿線に位置するサバナケットには、様々な企業から輸出農産物をタ

ーゲットにした農業開発、アグロインダストリー開発あるいは投資の提案がな

されているが、これら企業からの開発計画を評価する基準、あるいはそのため

のプロセスも整備されていないのが実情である。このままでは無秩序な開発が

行われ国益を害する結果となることが危惧されることから、政府として、正確

な地域の現状とポテンシャルの把握に基づく明確かつ具体的な開発戦略と開発

計画を樹立する必要がある。

2．2．2　対象地区の農業の現況

サバナケット県はラオスのほぼ中央部に位置し、北緯6－17度、東経105－107

度の間にある。気候は、5月上旬から10月にかけての雨期と11月から4月にか

けての乾期が明瞭な熱帯気候に分類される。年平均降雨日数は80～100日で、

年平均降雨量は、低地での1，445mm／年に対して、山岳地帯では2，500mm／年と

低地より多くなっている。低地の年平均気温は摂氏約27～28度、湿度の平均は

70～85％である。主要河川に沿って展開する水田地帯は、洪水常襲地帯であり、

ほぼ毎年洪水の被害を受けている。その一方で、洪水の無い年は旱魃となる。

サバナケット県の総面積は、2，177，400haで、その内およそ366，000haが農地

に分類されている。対象地区において、稲作は圧倒的に優位となっており、雨

期においては低地の農地のほとんどに水稲が作付けられている。当該地区にお

ける農業生産の現況は以下のとおりである。

作物：・＝・＞：・冊榊：讃‡ミ併 ‥＝ゴ：駆 ：■；く・■・■ト■・：・輯神都闇蟻＝・＝火二抑 ＝・＝・モ：・面積(ha) ＝；≡‥：照黒酢 単位収量（t/ha)…：：：；軒‡研■‾・　　　　 一・一二軍： ・：＝桝冊 生産量(ton) ◆：；耕：：：三相＝：＝：・．：
：・：・：・ジ：・：且・　′　　　　　　 ：・：・よく・：・：

“

コ メ （雨 期 作 ） 1 1 6 ，8 0 9 3 ．4 0 3 9 7 ，1 5 2

コ メ （潅 漑 作 ） 1 9 ，6 8 1 4 ，4 9 8 8 ，4 3 4

コ メ （陸 稲 ） 2 ，3 8 5 1 ．5 0 3 ，5 7 8

ト ウ モ ロ コ シ 2 ，7 0 0 2 ．6 0 7 ，0 1 1

ヤ サ イ （葉 物 ） 2 ，1 3 0 5 ．1 5 1 0 ，9 6 4

ヤ サ イ （実 物 ） 4 ，6 2 6 2 ．7 7 1 2 ，8 0 1

マ メ 類 （食 用 ） 3 ，3 5 3 2 ．4 2 8 ，1 0 8

サ サ ゲ 9 5 0 2 ．9 3 2 ，7 8 1

ス イ カ 2 ，2 1 4 6 ．4 5 1 4 ，2 8 2

ラ ッ カ セ イ （加 工

用 ）

7 4 9 1 ．9 3 1 ，4 4 9

タ バ コ 7 9 0 1 ，8 3 4 8 1

メ ン カ 3 0 4 0 ．5 2 1 5 7

コー ヒ ー 9 5 0 ．3 0 2 9

サ ト ウ キ ビ 2 2 8 6 ．6 6 1 ，5 1 7

1出典：サバナケット県農業統計2002
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対象地区の平均単位収量は、雨期作で3．4t／ha、乾期作（潅漑）で4．49t／ha、

陸稲で1．50t／haと大きく変化している。これは、作付け品種、耕種法に加え、

自然条件の影響が大きいためと推察される。

乾期作は潅漑地区でのみ可能である。対象地区内には潅漑地区87スキームが

確認されている。潅漑スキームのほとんどは、小規模であり、また施設が破損

したまま、改修されること無く放置されているスキームもある。このような状

況もあって当該地区の農業の生産量は低い水準に留まっている。

2．2．3

（1）

対象地区の既存農業開発計画

開発の概要

サバナケット県農林業局は、国道9号線沿線の6郡（Khanthaboury地区、

Outhoumphone地区、Athsaphungthong地区、Phalanexay地区、Phin地区、

Sepone地区）を対象に「国道9号線沿線農産物生産拡大計画」を立案している。

事業のコンポーネントとして、①潅漑開発、②換金作物導入（小型家畜の畜産

振興含む）、③植林、④アグロインダストリーの4つが掲げられている。主要な

換金作物として、ダイズその他マメ類、トウモロコシが挙げられている。

この計画とは別に、サバナケット県政府でも9号線整備に絡んだ県の開発計

画に対する思惑があり、①9号線沿線の給水計画、②農業実践学校の設立、③職

業訓練校の設立、④サバナケット空港の整備、⑤小学校の建設がその優先案件

として挙げられている。

その他に、農業に関係する大規模開発案件（投資）として、①製紙（パル

プ）用ユーカリの植林50，000ha（タイの企業）、②製糖工場とサトウキビ栽培

10，000ha（将来的には50，000ha）（タイの企業）、③食品（添加物）加工用キャ

ッサバ栽培20，000～30，000ha（マレーシアの企業）、④飼料用キャッサバ栽培及

び加工6，000ha（ベトナムの企業）が交渉中であるとの情報を入手した。これら

の内、製糖工場とサトウキビ栽培に関しては合意書が取り交わされていた。

（2）　　東西回廊に関する開発の問題点

①　県農林局の9号線沿線開発計画は、9号線を挟んで両側6kmずつを対象地区と

しているが、特に水資源の面で現実性に乏しくまた、幹線道路の沿線は将来

的に商工業用地あるいは宅地となりやすいことから農業開発の適地には成り

がたい。

②　各国の企業からの事業投資の申し入れは9号線整備の波及効果といえる。た

だし、開発される農地は、企業経営型の営農形態が営まれることから、地域

開発には直結するが、既存農民にとっての直接的な利益は少ないと思われる。

③　人材の育成が求められる中にあって、農業実践学校の設立、職業訓練校の設

立計画が棚上げとなっている。教育訓練の重要性は特に今後の換金作物の導
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入、農産加工の振興と持続的発展には欠かせないものであり早期の実施が望

まれる。

④　輸出に焦点を絞った作物の栽培の促進に際しては、流通、マーケテイングの

技術、輸出に係る手続き、あるいは企業マインド等、これまでにない技術、

知識、時には素養が要求される。しかし、残念ながらラオスにおいてそれら

の能力は低いレベルに留まっており、かつ人材も極限られている。この点は、

当該地域に限らずラオス国の弱点でもあり、これに適切に対処しない場合に

は、近隣先進国（中国、タイ、ベトナム）の配下に置かれることが危惧され

る。

2．2．4　計画の概要

・本計画は、未整備のまま放置されている農業生産基盤の整備とそれらの適切

な維持管理、利用体制を確立することを第一の目的としている。同時に、それ

ら整備された農業生産基盤の有効活用を実現するために、適正農業技術を導入

し、農業の多様化・商品化を推進し、特に国外の市場（タイ、中国、ベトナ

ム）をターゲットにした商品作物の増産と「東西回廊」を活用しての流通体制

の整備を図り、輸出の振興と生計の向上を実現するための計画としている。

対象地区は、サバナケット県とし、戦略的商品作物として、現在でも需要が

あり今後の成長が期待される作物を最重点作物とする。その他将来有望な作物

についても絞込みを行うと伴に、持続的な農業の実現に向けて、将来に亘って

有望な商品作物を発掘し、振興するための「仕組み作り」を組み込んだ計画を

策定する。また、一次産品のみならず、地場産業の育成と振興を目的として、

農産加工業の展開を計画に取り込む。

なお、対象地区内（サバナケット県）には、我が国の無償資金協力によって

整備された潅漑開発地区（km35）が位置していることから、この潅漑地区をモ

デル地区として、港漑、農業新技術の導入と情報の発信基地として、より一層

の活用を図る。

「国道9号線沿線農産物生産拡大計画」に関しては、見直しを行い、本計画

への取り込みと、協調について検討する。

本計画の主な調査コンポーネントは以下のとおり。

1）自然条件調査

2）土地資源ポテンシャル調査

①　土地分級

②　現況土地利

3）水資源ポテンシャル調査

4）人材ポテンシャル調査
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5）農業現況調査

6）農産加工・特産品調査

7）マーケテイング・流通調査

8）農業投資調査

9）計画策定（以下の項目を含む、マスタープラン及びパイロット事業計画

の策定）

①　工業・卸売業団地計画

②　企業誘致促進計画

③　既存潅漑施設の改修、改善計画

④　作物多様化の新計画

⑤　地場産業・農産加工推進計画

⑥　市場・流通施設建設計画

⑦　農業協同組合、農業企業の設立及び育成計画

⑧　人材育成計画

⑨　パイロット事業実施計画

2．2．5　調査団の見解

メコン地域開発委員会は、ベトナム、ラオス、タイそしてミャンマーを横断

する「東西回廊」の経済回廊化を開発の重点項目としている。しかし、メコン

地域6ヶ国の経済格差が問題視されており、特にラオス国の底上げが課題とな

っている。当該地区は、ラオス国の「東西回廊」の中心であり、戦略的輸出作

物の振興を図ることは、ラオス国の南部地区の経済活性化のけん引役となるこ

とが期待される。
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2．3　　セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

2．3．1　計画地区の概要

（1）　セドン川流域の概要

セドン川は、南部サラパン県のポロベン高原北側斜面に源を発し、多数の支

流を集め、チャンパサック県バクセ市でメコン川に合流する国内で10番目に長

い河川である。河川全長は約160血、流域面積は81万haにわたり、その集水

域には、ポロベン高原北斜面とアンナン山脈南端の山地、中流から下流域に広

がる水田地帯を含む。山地では、Litsea glutinosa（タンカラック）、Pentace

burmanica（ビルママホガニー）、Shorea spp.（フタバガキ科）を主体とした

広葉樹林が広がり、セドン川の重要な水源林になっている。低地部では、水田

と共に、Dipterocarpus spp（フタバガキ科）が点在し、森林が斑状に広がっ

ている。

（2）　セドン川流域の農業

同流域においては土地条件によって営農形態が異なり、山間部では、焼畑に

よる陸稲と野菜、またポロベン高原斜面ではコーヒー、果樹などが栽培されて

いる。低地部においては、雨期には水稲が、乾期に潅漑用水が得られるところ

では、水稲作又は豆類、綿などの畑作が行われている。なお山地では、焼畑に

よる陸稲生産のみでは自給米の確保が困難であるため、住民はコーヒー等の換

金作物栽培又は森林での特用林産物（Non－Timber Forest Product：以下NTFP

と呼ぶ）採取によって現金収入を得て米を購入している。なお低地部では、急

増する人口による森林開発とコメ増産のための水田面積の増加が顕著である。

（3）　セドン川流域の社会経済状況

チャンパサック県は、近年急激に人口が増加し、県都バクセ市の人口は、首

都ヴィェンチャンに次ぎ全国第2位となった。チャンパサック県の人口密度は、

全国18県中第3位、同じくサラパン県は第8位である。2003年の統計書による

と、チャンパサック県の総人口は62万人（人口密度は40人／km2）、またサラパ

ン県の人口は32万人（同30人／km2）となっている。

両県の特徴的な社会経済状況として、1990年代の5年間に全国で唯一都市部

の貧困指数が上昇した点、山間部の貧困指数が国内最低水準を示している点、

およびメコン川に架かるバクセ橋の開通によって、バクセ市周辺の経済が活性

化している点があげられる。

（4）　上流域荒廃の状況

チャンパサック県農林局職員によれば、セドン川流域は森林の乱開発によっ

て土壌浸食が進み、河床の上昇、洪水の発隼、山腹の崩壊などの危険性が増し

ている。同県農林局では、山間部と低地双方における森林保護区の指定や、同
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保護区の近隣住民に対する利用許可等の管理を行っているものの、セドン川流

域での人口増加率が大きいため、森林荒廃を食い止めるまでには至っていない。

特に、地域住民によるNTFPの過剰な採取は、森林劣化の直接的な原因となって

おり、適切な土地利用の推進並びに資源管理の実施は、地域環境保全上の緊急

の重要課題となっている。

（5）　　下流域での農業開発

一方、セドン川下流域並びにセドン川沿岸では、近年ポンプを主体とした潅

漑開発が進み、水田地域が拡大している。特に1997年～99年に多くの小規模ポ

ンプが導入され、地域の港漑面積が大幅に増加している。以下にセドン流域内

の郡毎のタイプ別潅漑施設数並びに雨期の潅漑面積を示す。

県 ・集：＝＝＝＝＝＝＝＝・・・・：・√ン．・：： 郡名 灌漑プロジェクト数㍑
ヽ 総灌漑面積 臣

：：シ・●′・：骨：・：＝：＝：＝据：：モ：：ニ鮒 ：：撞；：；：：：駕：‡・くくくくく・：：＝　　　　 ・‥・ン〉＝＝＝＝＝　　　　 ：：：堺：＝：＝：＝
ポンプ 祝 重力灌漑 合計 ・諾 ・：・：・H・：・二・：小トト：・：・：・　　 ：：：r豆：：：：：：＝：＝：～：：：：＝

S a l a v a n K h o n g X e d o n g 3 9 1 4 0 4 ，4 7 0

W a p y 1 8 4 2 2 3 ，9 7 0

S a l a v a n 1 8 1 0 2 8 5 ，3 0 0

L a o N g a m 5 7 1 2 5 3 0

C h a m p a s a c k P a k s e 1 0 2 1 2 1 ，1 9 0

X a n a s o m b o u n 2 1 0 2 1 4 ，9 0 5

Source：Inventory of ExistingIrrigation Schemesin Lao PDR，DOI

このようにセドン川流域は、河川沿岸並びに下流域は、地域の重要な食料供

給源になっている。また河口に位置するバクセはラオスで第2の人口の多い都

市でもあることから、同河川流域の適正管理による流量の安定化は極めて重要

である。

2．3．2　中山間地域の活用できる資源

中山間地域では、その土地条件から平坦地とは異なり農業生産オプションが

限られる。しかしながらその一方で、中山間地特有の資源（特に特用林産物：

NTFP）を有しており、平地とは異なる農産振興が期待できる。以下に、ラオス

におけるNTFPの特徴を記す。

（1）　NTFPの役割

ラオスの全人口の8割は農村部に居住し、木材や燃料、食料をはじめ生活に

必要な資源の多くを周辺の森林に依存している。特に森林から得られる特用林

産物は、地域住民、特に農業によって十分な食料や収入が得られない農民にと

っては、貴重な食料／収入源であるといえる。IUCN（International Union for

Conservation of Nature and Natural Resources，国際自然保護連合）の調査

によると、350種類以上のNTFPが国内で確認され、特に山間部住民にとって

NTFPは、換金作物、自家消費食料として重要な位置にあると報告されている。
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既往の農村調査によれば、NTFP生産額が農家の総現金収入の4割を占めると

報告されている。さらに同調査は、NTFP生産額の農家総収入に占める割合を所

得階層別に比較し、貧困世帯ほどその割合が高くなる事実を明らかにした1。特

に山間部の農村では、コメの購入に現金を必要とする世帯がある。即ち、十分

なコメの生産量が無い貧困世帯ほど、現金収入源をNTFPに依存する割合が高い

と言える。

（2）　NTFPの経済的ポテンシャル

統計資料によると、1997年に28品目のNTFPがベトナムやタイ、中国に輸出

されている。その総額は、4，283，140米ドルであり、ラオスの輸出による総収入

の2％を占める。主要な5品目は、輸出額の多い順に、Cardamon（Amomums spp．、

カルダモン）、Damarresin（Shoreaspp.、ダマール樹脂）、Sugarpalm fruit

（Arenga westerhoutii、サトウヤシの実）、Bongbark（Persea umbellifora、"

Bong”という木の樹皮）、Broom grass（Thyasanolaenalatifolia，ブルーム・

グラス）である。これら5品目でNTFP輸出額の83％を占める。NTFPは一般に、

乾燥した状態で原料輸出される。村で仲買人が買い付け、輸出国の業者に販売

する。

2．3．3　中山同地域における農業振興方針

（1）　　地域にあった農業生産

NTFPは重要な資金並びに食料ソースであるものの、近年はその乱獲によって

森林資源の枯渇、森林・土地の荒廃を引き起こしており、これまでの粗放・収

奪的な生計構造から脱却し、生産・再生・集約的な生計スタイルに変換する転

換期に来ていると言える。つまり、持続的な土地利用を考慮し、地域特性を十

分生かした農林業生産を振興することが慣用である。特にセドン流域の一部で

もあるポロベン高原（特に中央高原部）では、古くから地域特性を生かした多

様な営農形態が発達してきており、それはセドン流域にも十分活用できるもの

と考える。

具体的には、標高が高いところでは高原野菜、コーヒー、温帯果樹等の栽培、

中程度の標高の地区では、豆類（大豆、ピーナッツ）、綿などの畑作物／輸出作物、

コーヒー（ロブスタ種）の生産、そして潅漑水の入手が容易な低地部では水稲

の作付けと、地域の特性を生かし且つ多様な農業形態を模索することが可能で

ある。また近年は、カルダモン、Bongバークなどの一部のNTFPの栽培生産も可

能になり、農林業生産オプションは益々多様化しつつある。

1“TheUseofNonTimberForestProductsonTheNakaiPlateau”，ReportonashortmissionpreparedforNTEC，

馳血屯伽叫Thakek,Khamouan,1997”より引用。
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（2）　生産施設の整備

しかしながら、地域の農業生産基盤整備はいまだ遅れた状態にあると言える。

これまで多くの支援はセドン川沿岸又は下流域に費やされ、中山間地域にはほ

とんど事業が行われていない。従って、地域の持つポテンシャルを十分に生か

せない状況にある。特に小規模潅漑施設、幹線道路との農道整備、集荷・乾燥

場の整備などは、前述の多様且つ地域にあった農業生産の振興には不可欠なも

のである。

（3）　生産支援並びに販売支援

一方で、元来焼畑を営農の主体としてきた農民にとって、作物の多様化並び

に換金作物の展開を図る際には、生産技術の不足と共に、生産資金の不足が大

きな阻害要因となる。従って、今後中山間地の農業振興を図る際には、生産施

設の整備と共に、生産に関わる技術支援、並びに資金的支援を行うことが重要

である。

また、営農形態の確立並びに生産支援に加えて、生産された生産物の販路を

確保することが、農家収入を確保するためにも極めて重要である。したがって、

各農民の能力強化と共に、農民グループの形成を通じて、「個から集団」へと地

域としてエンパワーメントを図る必要がある。

（4）　環境保全施設の整備

既に森林が荒廃し、裸地化が進んでいる地域、又は侵食が進んでいる地域で

は、下流の農業生産地域に対する保全対策を施す必要がある。長期的には、植

林、果樹栽培、アグロフォレストリーの展開などが考えられるが、短期的には、

等高線畝の設置（傾斜地区での農地）、チェックダムの設置（侵食が進んでいる

地区）等の施設整備を行い、流域環境保全を図ることが肝要である。

2．3．4　計画の概要

計画では、セドン川上中流域（中山間地域）の地域特性（水源、地形、気象、

農地条件、農民の社会特性等）を考慮した上で、地域に適した農業並びに地域資

源の有効活用のスタイルを確立し、その施設整備を進めるためのマスタープラ

ンを作成することを目的とする。地域特性は、これまでの情報を基に考察する

と、以下の3パターンに大別できる。

①　ポロベン高原の台地地区から北西部の上部斜面（コーヒー、高原野菜、NTFP

③

栽培可能）

②同高原部の中部斜面並びにサラパン県側の中山間地区（コーヒー（ロブスタ

種）、輸出向け畑作物、NTFP栽培が可能）

③ポロベン高原の裾野地区（輸出向け畑作物、NTFP栽培、加えて裾野からの湧

き水による小規模潅漑が可能）
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また本計画は、従来型マスタープランの地域全体の資源ポテンシャルの分析

に加え、住民からの視点（ボトムアップ）による村落ベースでのポテンシャル分

析を同時に行い、各村落レベルでの農林業生産に関わる特色を活かしながら、

地域全体の資源を有効且つ持続的を図ることを目指す。

2．3．5　開発調査への提言

本計画は、近年流域荒廃が進んでいるセドン川中上流域に対して、地域の農

林業振興を通じて地域住民の生計向上と共に流域環境の改善を図り、中上流域

のみならず下流域（水田地帯、都市部：バクセ市）への負の環境影響を緩和させ

ることを目的としている。開発調査を通じて策定される包括的なマスタープラ

ン、また同マスタープランの策定手法並びにその内容は、ラオス国内において

同様の問題を抱えている河川流域で適用することが可能であることから、開発

調査実施の意義は高いと判断する。なお想定される開発調査の調査コンポーネ

ントは以下のとおりである。

●　地域の自然条件の把握調査（気象、地形、傾斜、土壌）

●　衛星情報を利用した土地利用・被覆状況調査

●　土壌浸食状況・危険度調査

●　地域全体の農業水資源インベントリー調査

●　地域農林業特性把握調査

●　村落タイプ毎の利用可能資源インベントリー調査

●　以下の事項を含んだマスタープランの策定

一村落タイプ毎の開発構想

一農業生産施設整備計画

一農林業振興計画（代表村落毎の農林業をベースとした生計向上計画を含

む）

一侵食防止・環境改善計画

－モデル事業の選定

－モデル事業に対するプレF／S
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3．　　カンボジア王国

3．1　背景

3．1．1　社会・経済

カンボジアは国土面積181，035km2で、1998年の人口は約11，438，000人であっ

た。人口の構成は約90％がクメール人で、中国系とベトナム系とチヤム人が5％、

ビルマ人や山岳民族などが5％といわれている。人口密度は76人である。人口の

80％は農村部に居住する。人口の95％以上はクメール語を話す。2002年と2021年

の人口はそれぞれ約13，433，000人と19，918，000人と予想されている1。

1970年代からの内戦と他国からの侵攻、社会的混乱などにより国土が荒廃し、

農業インフラの破壊や技術者・知識人を含めた人材の喪失、労働人口の減少に見

舞われ、経済は落ち込んだ。1980年代には東側諸国などの支援を受けてかなりの

回復を見せ、1990年代には市場経済体制に移行し、国連カンボジア暫定統治機構

（UNTAC）による民主化支援、国際社会からの援助を受け、多くの困難に直面し

つつも荒廃した国家の再建が図られている。

2003年7月に行われた総選挙では、フン・セン氏率いる人民党は過半数を得た

ものの議案成立に必要な2／3に届かず連立を模索し、2004年7月になってようや

くフン・セン氏を首班とする人民党とフンシンペック党による連立内閣が発足し

た。

2002年の国内総生産は、同年価格ベースで14兆7千億リエル（同年の公式換

算レート1米ドル＝3，921リエルを使うと約3．57億米ドルになる）、一人当たり

では109万リエル（279米ドル）であった。1998年～2002年の4年間の平均経済

成長率は7．7％と高い成長が維持された。

2000年、2001年、2002年のセクター別のGDPは以下の通りである。農業部門

（畜産・林産・水産を含む）は実質GDPの1／3以上を占める。

セクター別のGDP（2000年を基礎価格、10億リエル）
項目 2000 ％ 2001 ％ 淋 2002 ％

農 業 部 門 5 ，1 9 1 毒　 3 9 ．6 5，3 0 7 3 8 ．4 5 ，1 6 3 蚤　 3 5 ．6

鉱 工 業 部 門 3 ，0 4 7 2 3．3 3，4 4 1 王　 2 4 ．9 4 ，0 5 1 2 7 ．9

サ ー ビ ス 業 部 門 4 ，8 5 5 3 7．1 5，0 5 9 ‡ 3 6 ．6 5 ，2 8 7 星　 3 6 ．5

合 計 1 3，0 9 3 1 0 0 1 3 ，8 0 7 …　 1 0 0 14 ，5 0 1 1 0 0

出典：Cambodia Statistical Year Book2003

クメール・ルージュ時代に知識層に対して集中的に行われた粛清および長年の

内戦の後遺症として、人材不足、社会経済基盤の荒廃等が大きな問題として残っ

ており、教育、保健・医療等の基本的な生活分野における社会サービスへの手当

ては薄い。

財政面では、歳入における国内税収の割合が低く、関税収入に大きく依存し、

l StatisticalYearBook2003
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歳出面では軍事・公安経費が4割近くを占めているなど、いまだ改善の余地が多

くある。政府は、この予算構造の抜本的改革を図るため、歳入の安定と増加の観

点から付加価値税を1999年から導入し、歳出の削減に向け、軍人、警察官およ

び公務員の削減等の諸改革に取り組む姿勢を見せている。

国家開発計画

社会経済開発計画における農林水産業分野の内容

新国家樹立後に、国家開発計画として「国家復興開発計画（The National

Program to Rehabilitateand Development of Canbodia，NPRD））」が1994年に

発表された。これを基礎として1996年には初の国家5カ年計画である「第一次

社会経済開発計画SEDPI」が策定された。SEDPIは1996年から2000年までの5

年間を対象期間としていたが、続く2001年からの5カ年計画SEDPⅡが発表さ

れている。

SEDPIとⅡで示されている農林水産業政策は、生産面の課題を総花的に示し

ている。

SEDPⅡには公共投資計画（PublicInvestmentPriorities）が示されており、

農林水産省への予算配分は5億米ドルである。この計画は、農業の成長、貧困削

減、持続的な資源管理などを考慮している。予算配分は、圃場潅漑を含めた作物

開発に25％、畜産・水産に24％、研究・教育普及サービス22％、森林管理に9％、

農地のリハビリ・開発・保全に7％、農民へのサービスに9％、農林水産省の能力・

効率改善のための支援4％となっている。

（2）　社会経済開発計画における潅漑・水資源分野の内容

SEDPIでは、「Strategy for Harnessing Water Resources」の項目のなかで、

潅漑面積の拡大が重要であること、適切な技術的検討や経済分析について十分留

意すべきであることが示されている。大規模潅漑開発については、コストが嵩む

ことなどから適切でないとし、費用対効果が大きい小規模の既存システムの改修

に重点を置くべきであるとしている。また、潅漑の拡充とともに、農民参加によ

る水利組合の設立などが重要であるとしていた。

SEDP Ⅱにおいては潅漑施設整備の必要性とともに、水利組合強化の重要性が

強調されている。SEDPⅡには水資源気象省の公共投資計画に関する記述はない

ようである。同省が1999年6月に農林水産省傘下の潅漑気象水文総局から独立

したためと推察される。

SEDPⅡのほか潅漑・水資源分野における上位計画として、「水資源戦略

（National Water Resources Strategy）」が世界銀行・ADBの支援で作成され、

2002年に水資源・気象大臣の承認のもとで発表されている。この戦略では、現在

の潅漑率17％弱を2003年までに20％に引き上げるという目標が示され、FAOが推
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奨している浅井戸を活用した潅漑開発の啓発を目指している。しかしながら、浅

井戸利用による潅漑は地下水の広域的な利用につながり、将来への問題を孕んで

いる。したがって、浅井戸利用に偏ることなく、既存のため池の活用、新規の建

設などによる水源開発も考慮すべきである。

3．1．3　貧困対策

カンボジアは債務削減プログラムの対象国ではないものの、暫定PRSPの策定

がIDA融資の条件とされたため、IMF・世界銀行の窓口である経済財務省が主観

となって作成し、2000年12月に世銀理事会で承認された。

貧困ライン以下は総人口の36％で、都市部では21％、農村部では40％である。2001

年の人間開発指標（HDI）順位は162ケ国中121位、ジェンダー開発指標順位は

146ケ国中109位であった。機能識字率は男性47．6％、女性22％と低く、出生時平

均寿命は54歳、乳幼児死亡率は12．5％、妊産婦死亡率477人／10万人とほとん

ど全ての社会指標について悪い。農村人口は総人口の約8割を占めているから、

国の貧困層の内約9割が農村居住者である。所得・消費の不平等の度合いを示す

ジニ係数は、都市部で0．46と高く、農村部は0．33となっており、都市部では貧

困格差が著しく、農村部では広く貧困が蔓延している2。

世界食糧計画（World Food Programme）は、1999年に行われたCambodia

Socio－economic Survey（CSES）のデータを独自に分析して貧困者比率の地理的分

布を地理情報システムによる手法で貧困地図を作成している。この貧困者地図で

は、北部に位置するSiemReap州とPreahVihear州、中心部のKampongThum州、

東部のMondolkiri州、Kratie州およびKampongCham州などにおける貧困者比率

が高いとしている3。

カンボジア政府は貧困削減のために、「社会開発経済計画」、「良い統治行動計

画」、「公共投資プログラム」など様々な政策とプログラムを打ち出している。

3．1．4　潅漑とコメ作の現況

（1）　水資源開発と潅漑開発

カンボジアはモンスーンアジアの一部であり、年間の降雨分布は乾期と雨期が

明確に区分される。年間降雨量は水田地帯の集中する平野部で1，300mmから

1，600mm、南部山地と海岸部で2，200mから3，600m、北東山地部で2，400mmから

2，800mmとなっている。年間降雨の70％以上が5月から10月までの雨期に集中す

る。雨期といえども6月～7月に雨が一時的に減少する傾向があり、耕作には不

安定である。河川の流量は6月から11月に年間流出量の90％が集中する。

2国別貧困情報　カンボジア　平成15年3月　国際協力事業団
3貧困プロファイル　カンボジア王国　最終報告書　2001年12月　国際協力銀行
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シェムリエツプにある西バライ貯水池（東西8km、南北2kn）は11世紀に建設

され、クメール王国隆盛の基礎となり、現在も周辺地域の灌漑に利用されている。

カンボジアで潅漑農業を開発するためには貯水池やため池の建設が不可欠であ

ることが、古代の人々にも認識されかつ実行されていた格好の例である。

1953年の独立後1969年までに潅漑面積は3万haから17万haまで拡大した。

この時代に建設された代表的な施設としては、シェムリエツプ川、モンコル・ボ

レイ川の頭首工などがある。1969年にはプレク　トノットダム計画が開始された

が、内戦によりダム建設予定地点の下流にロランチェリ頭首工、左岸幹線水路を

建設して中断したままになっている。この計画以外にも、1970年以前に多目的水

資源開発が多くの河川で計画されたが、内戦と社会的混乱のためほとんど実施さ

れないまま今日に至っている。

1975年から1979年までのクメールリレージュ時代には約72万haの潅漑事業

を行ったといわれている。この時代に建設された水路はポル・ポト水路と呼ばれ

るが、緯度経度に沿って1～2km間隔に建設され、総延長は14，000kmといわれる。

この水路の多くは元の地形勾配を無視して建設されたため、地形と逆の勾配にな

っているものが多く、また、もっぱら掘削によって建設されたため、水路の下流

に行くにしたがって水路内の水位が田面よりも低くなっているものが多い。こう

いった水路ではいわゆる重力潅漑は不可能でありポンプによる揚水を必要とす

る。貯水池や河川からの取水工も建設されたが、大部分は、設計・施工が適切で

なかったため、崩壊し使用不能になっているものが多い。

1990年代からの各国と各援助機関による支援は、クメール・ルージュ時代の施

設の改修を中心に実施されている。メコン委員会事務局が、山間部をのぞく14

州・特別市を対象の1993年から1994年に実施した調査によると、同調査対象地

域には841の潅漑システムが存在し、合計潅漑面積は雨期172，000ha、乾期

103，000haであるという4。システムの全体が機能しているものが176件（21％）、

部分的に機能しているシステムが550件（65％）、全く機能を果たしていないシス

テムが115件（14％）ある。また、水資源の観点からみた場合、雨期のみ可能なシ

ステムが304件（42％）、乾期のみが296件（41％）、二期作が出来るものが126件（17％）

となっている。これから二期作が出来ないシステムが83％あることが判る。これ

らのことから、部分的にしか機能していないあるいは全く機能していないシステ

ム（合わせて全体の約80％）を改善し、さらに二期作が可能なシステムを増やす

ことが今後の潅漑開発の方向として読み取れる。

このメコン委員会の調査結果にもとづいて、今回の調査でより詳細に検討した

"Irrigation rehabilitation study in Cambodia Inventory & analyses of existing system" April 1994 Mekong
Secretariat Sir William Halcrow &Partners Limited in association with Mandala Agricultural Development
Corporation
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結果を3．1．5節に記述する。

（2）　　コメ作の現状

農業部門を内訳別にみると、栽培農業が約46％、畜産業が16％、水産業が31％、

林業が7％という構成比になる。

部門別の農業GDP（2000年を基礎価格、10億リエル）
項目 2000 ％ 2001咽 …妻… ％拙 2003 m ％m

栽 培 農 業 2 ，4 2 9 4 6 ．8 2 ，44 2 ≡　　 4 6 ．0 2 ，3 0（‖　 44 ．6

畜 産 業 7 3 7 1 4 ．2 82 2 1 5 ．5 8 3 1 1 6 ．1

水 産 業 1 ，5 6 1 3 0 ．1 1，6 6 6 3 1．4 1 ，6 89 …　　 32 ．7

林 業 4 64 8 ．9 3 7 7 7 ．1 3 4 2 i　 6 ．6

合 計 5，19 1 10 0 5 ，3 0 7 3 8 ．4 5，1 62 ； 100

出典：Cambodia Statistical Year Book2003

栽培農業は平地における1年生作物の栽培が支配的であり、作物栽培の90％は

稲作である。稲作は主としてトンレ・サップ湖とメコン川の沿岸で行われている。

2002年の稲作状況は下表の通りであった。単収は東南アジア諸国と比べてかな

り劣っている（タイ2．1トン／ha、フィリピン2．7トン／ha、ベトナム3．2トン／ha）。

なお、乾期作の単収が雨期作より多いのは、潅漑用水の供給が雨期よりも確実で

あること（農民は用水が保証されていなければ乾期作を行わないと推察する）、

用水が保証されているが故、施肥も雨期作に比べて多い、気象条件が雨期よりも

適しているなどが理由と考えられる。

項目 雨期作 乾期作 ・．・．ぢ：：舅：≡：：‡：＝：：：・ナ：亡：：：・火：畑1合計：三三≡；≡紺 ：≠：≡…ほ糾 ・旧情■｝＝＝ ：・持・■・：　 ・：：二・トン・・；

作 付 面 積 （1 ，0 0 0 h a ） 1，8 2 1 2 9 2 2，1 1 3

収 穫 面 積 （1，0 0 0 h a ） 1 ，7 1 0 2 8 5 1 ，9 9 5

収 穫 量 （1，0 0 0 t o n ） 2 ，9 1 6 9 0 7 3，8 2 3

単 収 （t o n ／h a）●1 1．7 1 3 ．1 8 1 ．9 2

●l　　　収穫量÷収穫面積

出典：Cambodia Statistical Year Book2003

州別の稲作付面積、生産高は下図の通りである。図では雨期と乾期を合わせた

作付面積の多い州を左から順に並べている（棒グラフ）。線グラフは生産高を表す。

この図から作付面積の順位と生産高の順位に大きな違いがあることが判る。作付

面積4位のKompong Cham州は生産高では2位に、作付面積11位のKandal州は

生産高では5位に上がっている。Kandal州は、作付面積で5位であったSiemReap

州を抜いている。これらの順位の入れ替わりは、単収の多い乾期の作付面積が多

い州が生産高では上位になっていると考えられる。
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3．1．5　流域潅漑農業開発の必要性と可能性　　　　　　　

カンボジアのコメの消費量は一人当り年間143キログラム（白米）といわれて

いる。2005年と2020年の予測人口をもとに、必要な米の量や作付面積を試算し

た結果、今後単収が増えなければ2020年には、作付面積を2002年の2，113，000ha

から約200，000haないし600，000ha増やす必要があるということになる。1967

年ごろのカンボジアの水田面積が約2，500，000haであったこと、また、今後の人

口増加により、都市近郊の水田が減少して行くことなどを考慮すれば、新規の水

田開発には限界があり、200，000haから600，000haを増加させることは難しいと

考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一方、今後も単収を増加させてゆくためには、新品種の導入、乾期作の増加、

肥料などの投入量の増加が必要である。新品種の導入とは主としてIRI系統の品

種の導入であり肥料の投入などが欠かせない。しかしながら、肥料投入後の潅漑

が保証されなければ農民は施肥をためらうであろう。また、乾期作を増やすには

潅漑用水の確保が絶対条件である。近年、SRI（SystemofRiceIntensification）

など新しい栽培方法の導入も試みられているが、これには節水潅漑が重要な技術

となっている。節水潅漑を実現するためには、必要なときに速やかに十分な水を

供給することが肝要である。結局、今後単収を確実に増加させていくためには潅

漑を中心とした基盤整備を推進することが重要である。

ASEAN加盟に伴う域内の経済統合が進められつつある中にあって、国境を接す
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る諸国に比して、経済力が相対的に低位にあるカンボジアにとって、隣接諸国と

の関係を考慮した総合経済政策や総合開発計画の策定及び実施、各種行政制度の

確立といった産業政策面での近代化が急務となっている。とりわけ近年、タイの

首都バンコクとベトナムのホ・チミン市を結ぶ経済回廊の整備が提案されている

が、このままでは無秩序な開発が行われ国益を害する結果となることが危倶され

ることから、政府として、正確な地域の現状とポテンシャルの把握に基づく明確

かつ具体的な開発戦略と開発計画を樹立する必要がある。

先述のメコン事務局の報告書に基づくと、施設の改修などによる潅漑開発ポテ

ンシャルは606，000haとなる。さらに、開発における制約条件を土壌と水資源で

分類し、それぞれの影響面積を算定して上記ポテンシャルから差し引くと、土壌

でも用水でも制限を受けない面積は約355，000haとなる（下表参照）。

＝■＝骨：＝＝＝＝ぎここ＝＝：宍榊 阜：＝ 瀧 鋸 掛

・≡‥‥恥；：．、‥：丁：・：：‥世嗣：2：：ニ＝＝：：ン：・＞：：ニ＝：紺モモ：：：：：：

雨期（ha） 乾期(ha） 合計（ha） ：：：メ＝：＝H ：・〉：・：・：　　　　　　　　　　　　　　 ■：卓：く’：：ウ

ポ テ ン シ ャ ル 4 19 ，0 0 0 18 7 ，0 00 6 0 6 ，0 00 乾 期 作 に お け る 減 水 期 水 田

9 9 ，0 0 0 h a を の ぞ く

土 壌 で 制 約 さ れ る 面 積 －4 9 ，0 0 0 －2 1，0 00 －7 0 ，0 0 0 乾 期 は 作 付 面 積 が 減 少 す る

用 水 で 制 約 さ れ る 面 積 －1 7 5 ，0 0 0 －4 6 ，0 0 0 －2 2 1 ，0 0 0

土 壌 と 水 の 両 方 で 制 約 ＋2 0 ，0 0 0 十2 0 ，0 0 0 ＋4 0 ，0 0 0 上 の 2 つ の 制 約 面 積 に 重 複 し

さ れ る 面 積 て 含 ま れ て い る

合 計 2 15 ，0 0 0 14 0 ，0 0 0 3 5 5 ，0 0 0

注:減水期水田を含まない

上の表はメコン事務局が調査を行った14州全体で見た場合であるが､当調査

団が同報告書付属書に記載されているデータをもとに州毎に検討してみると土

壌と用水の制約を受けない潅概開発のポテンシャルの高い州は､ Prey Veng,

Takeo, Kompong Cham, Kandal, Battambang, Kompong Thum, Pursat, Banteay

Meanchey, Siem Reapの9州などである｡'これらの州の大部分は前図で示したコ

メの作付け面積の多いところである｡

これらの州を流れる主な川は約20本あり､代表的なものはSisohpon､ Monkol

Borey､ Battambang､ Moung Ruessei､ Pursat､ PrekThnot､ Sen､ Staling､ Svay Don

Keo､ Srengなどである｡これらの多くは港概水源として現在利用されているか､

そのポテンシャルを持っている｡

3．1．6　潅漑農業開発の課題

①　カンボジアは、メコン川、トンレ・サップ川やバサック川流域以外では、水資

源が量的にも季節的にも限られた土地である。現状では、メコン川、トンレ・

サップ川やバサック川から用水が供給できる水田は国全体としては僅かであ
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る。メコン川本流の水資源を直接利用することは、技術的にも、流域諸国との

調整という点でも困難を伴うものであり、短期的な開発はほとんど不可能であ

る。メコン川本流の大規模な水資源開発が短期的に実現しなければ、国内の水

田の大部分は国内を流れる中小河川に依存せざるを得ない。アンコール・ワッ

トの西バライ貯水池などの歴史的遺産を見ても分かる通り、農民の最大のニー

ズは潅漑用水であり、水資源の供給・管理なくしては農業の強化・増産は難し

い。水源の不足は潅漑施設の改修だけでは克服できない大きな問題であり、貯

水池、ため池などの建設が強く望まれる。

②　1960年代に多くの流域で大規模な水資源開発計画が計画されたが、内戦などで

実施されなかった。また、その後の内外の事情の変化を考慮した見直しが行わ

れている計画も少ない。

③　クメール・ルージュ時代に建設された水路の利用可能性を合理的に検討して、

利用するのか廃棄するのかなどの見直しが行われないまま、道路で塞いだり、

農民が勝手に水路内で水稲栽培を行っている状態である。

④　流域単位の営農計画、水源計画、基幹潅漑施設の整備計画等のマスタープラン

を策定した上で、これらの既存施設の復旧を計画することにより、より効果的

な事業の実施が可能となる。現在、日本をはじめ各ドナーが既存施設の改修の

援助を行っている。しかしながら、ADB、世銀、韓国、中国などの他のドナー

は、流域単位のマスタープランを策定しないまま、短期的な視点のみから既存

施設の改修事業を実施している。

⑤　主要な河川流域における気象・水文データや潅漑地区の詳細な地形図等の資料

の蓄積が不十分であるため、精度の高い水源計画や潅漑計画を策定することが

困難である。

3．2　　流域潅漑排水基本計画調査

3．2．1　計画地区の現況

先述のように開発ポテンシャルの高い州（流域）は8～9個あるが、ADCA調査

団はPursat川（Pursat州）とSen）”およびStaung川（どちらもKompong Thom

州）の3つの流域をサンプルとして選んで踏査した。

（1）　pursat川流域

Pursat州のPursat川（全流域面積約5，980kn2）は、カルダモン山地を出たと

ころで3つの支流（Prey Xhlong、Peam、Pursat）が合流し扇状地を流下する。

扇状地における川は、深さ数メートル、幅百～百数十メートルである。扇状地は

トンレ・サップ湖の氾濫原に連なっている。州の水資源気象局が提示した資料に

よれば、この扇状地と氾濫原には小規模（100ha）から大規模（13，000ha）まで

54個の潅漑システムが存在する。これらのほとんどの潅漑システムの水源は小河

－24－



川である。クメール・ルージュ時代に3つの頭首工が造られたが、全て機能を喪

失しているため、Pursat川からの直接取水による潅漑は行われていない。雨期の

計画面積は合計約73，000haとなっている5。乾期には約4，000haに減少する。な

お、システムの数も面積も1994年のメコン事務局の調査よりも大きい。

平野部の大部分の地域では、6月～8月から12月～1月まで中生水稲か晩生水

稲が栽培され農民の自助努力によりポンプ潅漑が行われている。ポンプは耕運機

のエンジン程度で動かせる低揚量（10～20リットル／秒）のものがほとんどであり、

農民が保有するか賃借りである。水路の密度が著しく不足しているため、ポンプ

潅漑は川や水路の側に限られている。雨期作では農民は雨を待って田植えをする

ので、苗は苗代に長くとめ置かれることもしばしばある。

2004年6月にToul Kouに日本の草の根無償でため池の改修および道路の改修

が行われた。ADCA調査団およびJICA専門家が現地を訪問したところ、村民より、

素朴ではあるが強い謝意がJICA専門家に示され、この事業に対する住民の評価

がきわめて高いことがみてとれた。

一方、BoungKanthor貯水池は世銀の援助で2002年に改修された。同貯水池は

近くを流れる川から水を導水している。貯水池内では早生水稲が5月～6月から

7月～8月まで、あるいは11月から2月まで栽培されていることが判った。貯水

池の中で常に湛水するところでは浮稲も栽培されるといわれている。

Toul KouもBoumg Kanthorも堤の高さ2m程度の低い貯水池である。こういっ

た水深の低い貯水池に貯められた水は、下流の耕地の潅漑に使われるよりも、池

内の耕作に使われている割合が高いようである。Pursat川の扇状地には20個以

上の大小の貯水池やため池がある。ほとんどは堤高の低いもので、池と水田の境

界が不明瞭なものが多い。

Pursat川の上流域には1960年代に日本のOTCAが計画したダム計画があるが、

建設されていない。先述のようにPursat川に建設された頭首工は全て崩壊・流

失しているため、用水の取水はできない。崩壊・流失の原因は設計・施工が不備

であったと考えられる。取水口のゲートもなくなっている。用水路は堆砂が激し

く法面も崩壊しており大規模な改修が必要である。河川流量の観測は3地点で行

われていたが2001年までである。水位・流量記録は州水資源局が保管している。

既存用水路、既存ため池などを考慮して総合的な計画を立てることが必要である。

（2）　sen川・Staung川流域

Kampong Thum州のSen川（全流域面積約16，250km2）はカンボジア国内におけ

る最大の流域面積を持つ川である。この川はPursat川と異なり、山地を出た後、

長さ約80km幅数キロの細長い平野を蛇行して流れる。川の深さは数メートル、

5カンボジアで潅漑面積は、豊水年に潅漑できる面積をさす場合が多い。
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川幅は百～二百メートルである。数多くの支流が流れ込んでいる。この平野部を

出た川はトンレ・サップ湖の氾濫原を蛇行し湖に流れ込む。

この平野内で、Sen川に流れ込む支流を利用した潅漑農業が行われている。支

流を水門で堰き止め、河道と周囲のくぼ地に貯水し、中生水稲か晩生水稲をポン

プで潅漑する。ポンプ潅漑は農民の自助努力に任されているため、ポンプ潅漑の

行われている水田は水路の近くに限られている。州水資源気象局の説明によれば、

これらの水門はいずれも近年、農家からの要請で州の予算で建設され、水門が建

設されたために低地では雨期は常に湛水するが、そこでは浮稲を栽培している、

とのことである。

Sen川が上記の平野を出てトンレ・サップ湖につながる氾濫原では、川の洪水

と湖の高水を用いた浮稲栽培農業が行われている。

クメール・ルージュ時代にKampongThum市の近くSen川にポンプ場が建設され

たが、クメール・ルージュ政権の崩壊直後に破壊され、ポンプなどが持ちさられ

た。

Sen川流域では、頭首工を造って大きな面積を潅漑する方式は、直接の受益面

積が細長く存在し、幹線水路が多くの支流を横切ることから、Pursat川ほど効率

が良いとはいえないようである。上記のような支流の利用やため池の整備の方が

有利と思われる。

Sen川での流量観測は1997年から1998年に時々行われている。記録は州水資

源気象局で保管しているとのことであるが、水位一流量曲線は作られていないよ

うである。

Staung川はSen川の西隣の川で流域面積約4，370km2である。クメール・ルー

ジュ時代に大規模な貯水池（Samor貯水池）が建設されたが堤防が破提したため

水は貯まっておらず、貯水池から出るSamor幹線水路も機能していない。

（3）　　現地踏査まとめ

前述の3つの川で見られたクメール・ルージュ時代の河川構造物と水路は設

計・施工が不適切であるため、そのまま再利用は難しい。国民の血と汗をあがな

いながら建設された施設であるが、水が流れていないためまったく使われていな

い。水路の再利用に当たっては、それぞれの水路について可能性を慎重に検討す

る必要がある。

なお、一般にカンボジアの潅漑システムは2次水路の密度が低く、3次水路に

いたってはほとんど建設されていないため、用水の円滑な配分に重大な支障とな

っている。農民の自助努力によるポンプ潅漑が出来る水田も水路近くに限られて

いる。
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3．2．2　開発調査の概要

先述の開発における課題に配慮しつつ、貧困削減を目標とした流域毎の潅漑排

水基本計画を策定することが重要と考えられる。計画の策定は次の順序で実施す

ることが適切であると考える。

（1）　水資源・潅漑インベントリー調査

既存の河川・灌漑施設の状況、潅漑方法、用水管理状況、営農状況、水資源・

潅漑開発計画などを主要な流域ごとに調査する。このインベントリー調査は在カ

ンボジア日本人専門家の指導の基で水資源気象省が実施することが望ましい。そ

の理由は、①インベントリー調査の対象河川の選定作業には水資源気象省との十

分な協議が必要であること、②カンボジア国内技術者が主体となって現場調査を

行う必要があるが時間のかかる作業であること、③後に続くマスタープラン調査

を効率的に行うためにはこの調査結果が不可欠であること、などである。

（2）　　フェーズⅠ：予備調査

上記インベントリー調査の終わった流域を対象とした予備調査を行い、インベ

ントリー情報の精度、流域の貧困度合い、政策的重要性、開発計画の熟度、保全

地域との整合性、地域社会の安全性などを考慮して、開発優先順位を付ける。調

査対象項目は次の通りとする。

①　MOWRAMの実施したインベントリー調査を検討する

②　既存の水資源・灌漑計画を収集する

③　現地踏査

④　カンボジア政府の農業開発、潅漑開発の政策について情報を収集する

⑤　先順位付けの基準の策定と3つの流域の選定

⑥　マスタープラン調査のドラフトS／W作成

⑦　実証調査の必要性・有効性の検討

（3）　　フェーズⅡ：マスタープラン調査

優先順位の高い流域（3個程度）を対象にマスタープランを策定する。カンボ

ジアでは水資源の大部分を数ヶ月の雨期の降雨に依存しており乾期には枯渇す

る。この間題を解決するために、1960年代に多くの大規模な水資源開発が立案さ

れた。しかし、水資源開発計画には十分な気象・水文情報が必要であるが、カン

ボジアにおいてはこのような情報の蓄積がほとんどない。従って、現時点では既

存資料を活用し、暫定的な水資源計画を立案し、これをベースにマスタープラン

を策定する。気象・水文データを蓄積した後、水源計画を見直す必要がある。大

規模な水資渡開発計画を実施することは技術的にも社会的にも困難をともなう

ものではあるが、だからと言って何もしなければ、近隣諸国の経済的支配下にお

かれることのみならず貧困の軽減も実現しない。

現在、水路の密度が著しく不足しており、雨期の流出水が全ての水田に自然配
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水されている状況ではない。出来るだけ各水田に配水が可能になる水路計画をた

てる必要がある。クメール・ルージュにより建設された水路を改修し利用する場

合にもこのことに十分に配慮して実施する。合理的な水資源・潅漑開発計画を念

頭に置き、流域ごとの状況に合った小規模な貯水池やため池、公平な水配分、栽

培方法、主河川からの取水、幹線水路計画、暫定的な大規模開発などを計画し、

出来るだけ一貫性を保ちながら短期・中期・長期のアクションプランを流域ごと

に策定する。

フェーズⅡ－1：　基本計画

1）3つの流域に関する既存資料・情報の収集とレビュー

①　気象・水文、土壌、地形，

②　土地利用，

③　既存の水資源および潅漑施設，

④　既存の農業・社会インフラ，

⑤　農業の現況、農業経済、農業普及、農業金融，

⑥　社会・経済状況，

⑦　国家・地方の開発の戦略と政策，

⑧　既存および実施中の水資源開発計画、

⑨　社会・環境（不発弾・地雷処理を含む）

2）踏査および検討項目

①　水資源・潅漑開発、

②　組織体制の構築、

③　水管理、

④　農業開発、

⑤　農村インフラ整備（道路、給水等）、

⑥　社会・環境へのインパクト

3）流域潅漑マスタープランの策定

①　水資源・潅漑開発の基本計画、

②　潅漑計画、

③　農業計画、

④　農村インフラ計画、

⑤　環境保全計画、

⑥　短期、中期および長期のアクションプラン、

⑦　次期F／S調査の内容の確定

想定されるマスタープランの成果と事業の主なコンポーネントは、流域ごとに

異なるが、おおむね次の通りと予想する。

①　短期計画：小規模潅漑インフラ、栽培普及計画など
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②　中期計画：中大規模潅漑施設整備計画、河川改修計画など

③　長期計画：大規模水資源開発計画、発電計画など

フェーズⅡ-2：　実証調査（実証調査の必要性に付いてはPhaseI：予備調査で

検討されるものとするが、暫定的な内容を以下に示す）

1）パイロット事業の実施

①　パイロット地区の選定、

②　パイロット・インフラの整備、

③　稗益者の組織化、

④　栽培・営農活動、

⑤　モニタリングと評価、

⑥　事業の記録

調査の工転と必要な専門家

調査の工程

調査は2つのフェーズにわけて実施するのが適切であると考える。フェーズⅠ

予備調査は4ケ月とする。フェーズⅡ18ヶ月とし、フェーズⅢ－1を基本計画

策定調査とし12ケ月、フェーズⅡ-2を実証調査とし6ケ月とする。

フェーズ
No.of months 喜：・：：：：：：‡：‡捕：

小：・1
；ノ・■現

樹 ー － ー ← ■ 十

フ ェ ー ズ Ⅰ

予 備 調 査

フ ェ ー ズ Ⅱ- 1

基 本 計 画

フ ェ ー ズ Ⅱ- 2

実 証 調 査

（2） 必要な専門家

本調査には以下のような専門家を投入する必要があると考える。

●　チームリーダ

●　潅漑・排水計画

●　河川計画

●　水資源計画・気象・水文

●　農村インフラ

●　営農・栽培・農業経済

●　水利組合組織

●　環境社会配慮

●　積算・事業評価

－29－

3．2．3

（1）



3．2．4　調査の成果

本調査は下記の成果を期待する。

報告書 作成・提出時期 ■職闇打席＝灘‥＝：鞘＝：‥：＝；

イ ンセ プ シ ョン ・レポ ー ト 調 査 開 始 時

イ ンテ リム ・レポ ー ト 調 査 開 始 後 4 ケ月 目、 予 備 調 査 の 結 果 を 取 りま とめ る

基本 計 画 レポ ー ト 調 査 開始 後 16 ケ 月 目、 基 本 計 画 を取 りま とめ る

ドラフ ト ・フ ァイ ナ ル ・レポー 実証 調 査 終 了 1 ケ月 前 と し、 実 証 調 査 の成 果 ・反 省 点 、

ト お よび マ ス ター プ ラ ン を取 りま と め る。

フ ァイ ナ ル ・レポ ー ト 相 手政 府機 関 か らの コメ ン ト受 領 後 2 ケ月 以 内 に取 りま

とめ る。

なお、実証調査の成果として下記のような項目を期待する。

（①　小規模潅漑インフラ整備

②　水利組合の組織化とトレーニング

③　栽培・営農技術の実証
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添付資料－1
調査団日程及び面談者リスト

セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画

調査行程

日数 月 日 曜 日 行程 宿 泊地 活動 内容

1 7 月 5 日 月 東京一ビエ ンチャン ビエ ンチ ャン 移動 （水 口洋 二）

2 7 月 6 日 火 ビエ ンチ ャン 農林省 、NAFR I 表 敬 ・打 ち合わせ

3 7 月 7 日 水 ビエ ンチャンーバ クセ バ クセ 移動、県事務所 打 ち合 わせ

4 7 月 8 日 木
バ クセ

現地騰 査

5 7 月 9 日 金 バ クセ 現地踏 査

6 7 月 10 日 土 バ クセービエ ンチ ャン ビエ ンチ ャン 現地踏 査 、移 動

7 7 月 11 日 日 ビエ ンチ ャン 資料整理

8 7 月 12 日 月 ビエ ンチ ャン NA FRI にて資 料収集 、農林省 と協議

9 7 月 13 日 火 ビェ ンチャンーバ ンコク 機 中 JICA 説 明 、移 動

10 7 月 14 日 水 東京 帰国

面談者リスト

1.　ラオス国農林省(Ministry of Agriculture and Forestry / MAF)
1. 1国家農林業研究所(National Agriculture and Forestry Research Institute)

森林研究センター(Forest Research Center)
Mr. Sounthone Ketphanh

Mr. Joost Fopper

2.　チャンパサック県事務所
2.1　チャンパサック県農林局

Mr. Vilakone Vorasane

Mr. Khamlek BoonNhavong

Mr. Pachith Noraseng

Mr. Bounkieng

副所長
SVN Vlunteer

(Champasack Province Lao P. D. R)

農林局長
農林局次長

農林局次長

計画部課長補佐
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添付資料－1
調査団日程及び面談者リスト

ラオス国　南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画

カンボジア国　流域潅漑排水基本計画

調査行程

日

数

月 日 曜

日

行程 宿 泊地 活 動内容

1 7 月 8 日 木 東京一ビエンチャン ビエ ンチャン 移動 （児 玉正行 、尾形佳彦）

2 7 月 9 日 金 ビエンチャン 農林 省 、農業局 、潅 漑局、専 門家表 敬 ・

打 ち合わせ

3 7 月 10 日 土 ビエンチャン 農業局 、濯漑局 にて打 ち合わせ 、準備

4 7 月 11 日 日 ビェ ンチ ャ ンーサバ ナ ケ ッ

ト

サバナケ ッ ト 移動 、潅漑地 区踏査 、 メコン橋建 設 現 場

視察

5 7 月 12 日 月 サバナケ ット PAFO(DOI 、 DOA 、 P lann ing） 表敬 、情報

収集 、産業局表 敬 、情報収集 、副 知 事表

敬 、意見交換

6 7 月 13 日 火 サバ ナケ ッ トービエ ン チ ャ

ン

ビエンチ ャン 9 号線地区踏査、港漑地 区調査 、移動

7 7 月 14 日 水 ビエンチ ャン JICA 専 門家 と打 ち合わせ、J ICA 、 日本大

使館表敬及び調査結束報告

8 7 月 15 日 木 ビアンチ ャンープ ノンペ ン フリ ンペ ン 移動

9 7 月 16 日 金 フリ ンペ ン 日本 大使館、JICA 、MA F、MOWRAM 表 敬 、打

ち合 わせ

10 7 月 17 日 土 プ ノンペ ンープルサ ット プルサッ ト 移動、現場踏 査

11 7 月 18 日 日 プルサッ ト 現場踏査

12 7 月 19 日 月 児玉 ：プル サッ ト プ ノンペ

ンーコンポン ・トム

尾形 ：プル サ ッ トープ ノンペ

ン

コンポン ・トム 移 動、現場踏査

フリ ンペ ン 移動、資料整理

13 7 月 20 日 火 児 玉 ：コンポン ・トム 現場踏 査

尾形 ：プノンペ ン DOF 、M OWRAM 、統 計局 にて情報の収集

14 7 月 2 1 日 水 児 玉 ：コンポン ・トム 現場踏査

尾形 ：プノンペ ン 農村 開発局 、計 画 局、内務省 にて情 報 の

収集

15 7 月 22 日 木 児玉 ：コンポン ・トムーブノ プ ノンペ ン 児 玉 ：現場踏査

ンペ ン 尾形 ：MOWRA M 、統計局 、NGO 協会 にて情報

の収集

16 7 月 23 日 金 プ ノンペ ン 日本大使館 、J ICA 、表敬 、調査結 果報告 、MOWRAMにて情報 の収集

17 7 月 24 日 土 プ ノンペ ン プ ノンペ ン近郊 の灌漑 地区踏査

18 7 月 25 日 日 フリ ンペ ンーバ ンコク 機 中泊 調査結果取 りま とめ、移動

19 7 月 26 日 月 バンコクー東京 帰国

面談者リスト

1,　ラオス国農林省Ministry of Agriculture and Forestry / MAF)
1. 1大臣官房(Permanent Secretary. Office)

Mr. Khamsing Khounsavane Head of Security Division

Mr. Phommy Inthichack Programme Officer, Asia Pacific and Africa Desk

高島　友三　　　　　　　　　　　JICA派遣専門家(Agricultural Policy Advisor)

1.2　灌漑局(Department of Irrigation / DOI)
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添付資料-1
調査団日程及び面談者リスト

Mr. Phetsavong Boupa Director General

Mr. Thanousay Ounthouand Deputy Director General

Mr. Somchith Thougpkouhatay Director

1,3　農業局(Department of Agriculture / DOA)
Mr. Phaidy Phiaxayxarakもam Director of Agricultural Regulatory Division

1. 4　村落灌漑(Community Managed Irrigation Sector Project / CMI)

Mr. Phaythoune Phomvixay National Project Director

Mr. Manane Wongnalaysane Lao Team Leader

2,　サバナケット県事務所(Savannakhet Province Lao P. D. R)

2. 1地方行政府(Provincial Admoinistration)
Mr. Soukaseum Bodhisane Vice-governor

Mr. Phommy Inthichack Programme Officer, Asia Pacific and Africa Desk

2.2　サバナケット県農林事務所(Provincial Agriculture and Forestry Office, Savannakhet
Province)

Mr. Bounkhouang Khambounheuang Director

2, 3　サバナケット県産業･手工業事務所(Provincial Industry & Handicraft Office, Savannakhet
Province)

Mr. Phoukhong Nammachack

3.　在ラオス日本大使館

能見　智人

4.  JICAラオス事務所

作道　俊輔

5.　カンボジア国水資源気象省

Mr. Veng Sakhon

Dr. Theng Tara

Mr. Pich Vesna

Mr. Mao Hak

Mr. Long Saravuth

小林　隆信

宮崎　且

Deputy Director

2等書記官

所員

(Ministry of Water Resources and Meteorology/MOWRAM)

Secretary of State

Director,　Department of Water Resources Management and

Conservat i on

Director, Department of Planning and International Cooperation

Director, Department of Hydrology and River Works

Deputy Director, Department of Hydrology and River Works

JICA派遣専門家(Advisor to MOWRAM)
JICA派遣専門家(Chief Advisor to Technical Service Center for
Irrigation System Project)

5.1プルサット州水資源気象局(Pursat Provincial Department of Water Resources and
Met eoro logy/PDWRAM)

Mr. Keo Vey Director

5. 2　コンポン･トム州水資源気象局(Kompong Thorn Provincial Department of Water Resources and

Meteorology/PDWRAM)

Mr. Cheat Syvutha Director

5. 3　コンポン･スプ-州水資源気象局(Kompong Speu Provincial Department of Water Resources and

Met eorology/PDWRAM)

Mr. Ea. Piseth

6.　カンボジア国農林水産省

Mr. Kith Seng

7.　カンボジア国公共事業省
Mr. Mao Phanarith

山屋　浩三

8.　在カンボジア日本大使館

高久　竜太郎

9.  JICAカンボジア事務所

三次　啓都

武市　二郎

Director

(Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries)

Director of Planning, Statistics and International Cooperation

Dept.

GIS Expert and Mapping Editor Supervisor + Mechanical Engineer

JICA派遣専門家

2等書記官

次長
企画調整員
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添付資料－2

調査団員並びに経歴

調査団員並びに経歴

児玉　正行　1949年12月

1972年3月

1972年4月

16日生

三重大学農学部農業土木学コース卒業

日本工営（株）入社

尾形　佳彦　1960年2月7日生

1984年3月

1986年3月

1986年4月

水口　洋二　1966年9月

1989年3月

1991年3月

1991年4月

東北大学農学部農学科卒業

東北大学農学部農学研究科修士課程修了

日本工営（株）入社

24日生

東京農工大学農学部農学科卒業

東京農工大学農学部農学研究科修士課程修了

日本工営（株）入社

添付2－1


	表紙
	現地写真
	位置図
	ラオス国　南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画
	ラオス国　セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画
	カンボジア国　流域灌漑排水基本計画調査

	目　　次
	1．　序言
	2．　ラオス人民民主共和国
	2．1　概況
	2．1．1　社会経済概況
	2．1．2　農業の概況
	2．1．3　国家開発計画の方向　
	2．1．4　農業開発政策

	2．2　南部地区戦略的畑作物振興・インフラ整備計画
	2．2．1　計画の背景
	2．2．2　対象地区の農業の現況
	2．2．3　対象地区の既存農業開発計画
	2．2．4　計画の概要
	2．2．5　調査団の見解

	2．3　セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画
	2．3．1　計画地区の概要
	2．3．2　中山間地域の活用できる資源
	2．3．3　中山間地域における農業振興方針
	2．3．4　計画の概要
	2．3．5　開発調査への提言　


	3．　カンボジア王国
	3．1　背景　
	3．1．1　社会・経済
	3．1．2　国家開発計画
	3．1．3　貧困対策
	3．1．4　潅漑とコメ作の現況
	3．1．5　流域潅漑農業開発の必要性と可能性
	3．1．6　潅漑農業開発の課題

	3．2　流域潅漑排水基本計画調査　
	3．2．1　計画地区の現況　
	3．2．2　開発調査の概要
	3．2．3　調査の工程と必要な専門家
	3．2．4　調査の成果


	添付資料
	添付資料－1　セドン川流域中山間地貧困改善並びに農村環境改善計画　調査団日程及び面談者リスト
	添付資料－1　ラオス国南部地区戦略的畑作物振興･インフラ整備計画 カンボジア国流域潅漑排水基本計画　調査団日程及び面談者リスト
	添付資料－2　　調査団員並びに経歴




